
決算特別委員会環境厚生分科会 

Ｒ１．９．１７（火） 

  時  分～   

場所：第３委員会室   

 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 事務事業評価対象事業の論点整理 

 （１）環境保全対策経費 

（２）生活困窮者自立支援事業経費 

 （３）包括的支援事業経費 

 

３ その他 

 （１）審査日程 

   ・９月１９日（木）１０：３０～ 所管分調査（市立病院） 

            １３：００～ 所管分調査（環境市民部） 

   ・９月２０日（金）１０：００～ 所管分調査（こども未来部） 

            １３：００～ 所管分調査（健康福祉部） 

   ・９月２４日（火）１０：００～ 現地視察（環境市民部） 

            １３：００～ 事務事業評価（環境市民部・健康福祉部） 

            １６：００～ 分科会採決 

 



事務事業評価 論点整理資料 

（１）【環境保全対策経費】 

内 

容 

○環境保全・美化に関する啓蒙啓発、公害防止、不法投棄等の監視パトロール、水

質検査、環境騒音及び自動車騒音測定の実施、市街地における空き地の雑草パト

ロールを行う。 

選
定
理
由 

○環境美化条例がきちんと運用されているのか。 
○条例に基づく監視体制がどのように機能しているのか。 
○市街地における雑草パトロールはきちんと行っているのか。 

論 

点 

○ 
○ 

参 
 

考 

○主な経費 

・嘱託職員報酬               2,570,400円 

  警察ＯＢを任用し不法投棄・不法開発等を監視 

214,200円×12月×1人 

・水質検査業務委託料             845,640円 

  河川水質検査 

実績：35定点×2回、9定点×4回、臨時分 

・自動車騒音常時監視及び面的評価業務委託料  413,640円 

・不法投棄対策業務委託料          3,064,912円 

  不法投棄パトロール・撤去作業等 

  実績：パトロール168日、延べ336人、不法投棄物回収量約11ｔ 

・環境保全対策事業費補助金          406,300円 

 

○成果・実績 

・公害苦情処理件数 

公害の種類 受理件数 警察等引継件数 検挙又は指導 

大気汚染 0件   

水質汚濁 0件   

焼却行為 6件   

騒音 9件   

悪臭 4件   

不法投棄 72件 1件 1件 

雑草 34件   

その他 11件   

計 136件 1件 1件 
 



事務事業評価 論点整理資料 

（２）【生活困窮者自立支援事業経費】 

内 

容 

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る手前の生活困窮者の自立助長を

図るため、自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計改善支援事業等の諸事業

を実施する。 

選
定
理
由 

○これまでの事業の成果は。 
○市民からの相談が最も多い内容であり、充実すべきではないか。 

論 

点 

○ 
○ 
 

参 
 

考 

○主な経費 

・嘱託職員報酬        7,028,400円 

就労支援員 

  134,800円×12箇月＝1,617,600円 

面接相談員 

  171,400円×12箇月＝2,056,800円 

診療報酬明細書点検員 

  144,700円×12箇月＝1,736,400円 

医療扶助専門員 

  134,800円×12箇月＝1,617,600円 

 

・事務補助者等賃金      1,158,905円 

 
○H28.9事務事業評価（H27年度決算） 【 拡充 】 

論 点 
・生活困窮者自立支援事業の委託内容と業務量は適切か。 

・市役所との連携及び人材確保の状況は。 

意 見 
・業務の実態を正確に把握し、相談業務に係る人材育成等を含め、し

っかりと連携・対応されたい。 
 

 



事務事業評価 論点整理資料 

（３）【包括的支援事業経費】 

内 

容 

○地域住民の心身の健康保持及び生活安定のために必要な援助を行うことにより、

保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的に地域包括支援セ

ンターを配置し、高齢者からの相談、権利擁護、包括的・継続的支援、ケアマネ

ジメント等の事業を実施するとともに、地域における安全で安心した生活を支え

るための、生活支援体制を整備するのに必要な基盤構築に取り組む。 

選
定
理
由 

○地域包括支援センターに係る部分がどのように機能しているのか。 

論 

点 

○ 
○ 

参 
 

考 

○主な経費 

・嘱託職員報酬               4,176,000円 

（看護師）          1人     2,088,000円 

（介護福祉士）        1人     2,088,000円 

 

・報償費                   984,144円 

地域包括支援センター運営協議会等委員謝礼 185,000円 

認知症初期集中支援チーム員会議謝金等    184,000円 

地域ケア個別会議専門職謝礼          119,824円 

生活支援体制整備事業に係る出務謝礼      445,000円 

高齢者虐待防止ネットワーク委員謝礼等     50,320円 

 

・地域包括支援センターの設置・運営     117,650,000円 

亀岡地域包括支援センター         17,200,000円 

南部地域包括支援センター         15,950,000円 

中部地域包括支援センター         17,200,000円 

西部地域包括支援センター         14,700,000円 

川東地域包括支援センター         14,700,000円 

篠地域包括支援センター          18,200,000円 

つつじケ丘地域包括支援センター      19,700,000円 

 

・亀岡市生活支援体制整備事業        4,500,000円 

 
 


